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Ⅰ．はじめに

　日本ではバブル崩壊以降の長期不況によって若年層の就職事情が悪化し，「フリー

ター」や「ニート」が増加するなど若年層の失業・不安定雇用が社会的な問題となっ

た。その後の景気回復によって大学生などの就職率は回復していったが，2008年秋

以降の世界同時不況は日本にも影響を与え，就職内定取り消しの問題が発生するな

ど，若年層の就職事情は再び悪化の兆しが見られている。

　若年層の失業問題は，日本に限らず世界的に見られる現象である。2007年の

OECD加盟国全体の失業率について見ると，25～54歳の失業率が5.1％なのに対し，

15～24歳の失業率は12.1％と大幅に高い［OECD，2008，p. 341］。若年層の失業の

性格は国それぞれによって異なるものの，若年層の失業率が成人の失業率を上回る

という傾向がほとんどの国で見られる［O’Higgins，2001，p. 11］。実際，全ての

OECD加盟国において，2007年の15～24歳の失業率が25～54歳の失業率を上回って

いる［OECD，2008，pp. 339‒341］。

　OECD加盟国である韓国も例外ではない。韓国ではIMF経済危機以降雇用が急激

に不安定化した。特に若年層の場合，過酷な受験勉強のすえ大学に進学し，その後

も専門の勉強やTOEIC対策などに必死に取り組み，一流大学を卒業しても，正規

職としての就職が困難な状況に陥っている。近年，このような立場におかれている

若者たちの世代を意味する「88万ウォン世代」ということばが新しく流行するほど

若年層の失業・未就業が社会問題化している1)。

　本稿では，韓国における若年層の失業・未就業問題について一考察を行う。まず，

韓国の政府関連機関やOECDの統計資料などを用いて，日本・米国・EU15カ国

（EU‒15）2)・OECD全体と比較しながら韓国における若年層の失業・未就業者の規

模について考察する。次に，韓国において若年層の失業・未就業問題が深刻化して

いる原因について，①高学歴化，②大学生の就職観，③雇用のミスマッチ，④雇用

推進インフラの未整備，の四つの視点から大卒労働市場を中心に検討を行う。

― 123 ―



Ⅱ．若年層の失業・未就業の現況

１．公式統計上の失業率
　韓国ではIMF経済危機が発生する前から若年層の失業率が高い国であった。1996

年の場合，全体の失業率が2.0％なのに対し，若年層の失業率は15～19歳が7.4％，

20～24歳が5.9％，25～29歳が3.4％であった［図表１］。IMF経済危機が発生した直

後である1998年にGDP成長率が急激に低下し，マイナス成長に陥った［図表２］。

そのため，韓国では失業者数が急増していった。全体失業者数が1997年は56万８千

人であったのが1998年には149万人へと急速に増加し，失業率も2.6％から7.0％へと

急速に高まった［図表１］。経済危機によって若年層の企業就職は極めて困難な状

況に置かれた。そのため，1998年の若年層の失業率は，15～19歳が20.8％，20～24

歳が14.8％，25～29歳が9.3％と 1997年（15～19歳9.8％，20～24歳7.1％，25～29歳

4.1％）に比べて２倍以上に上昇していることがわかる［図表１］。

　その後1999年から韓国経済が「V字回復」と呼ばれるほど急速に回復し，盧武鉉

政権が発足した2003年以降も３～５％台のGDP成長率が続いてきた［図表２］。し

かし，雇用問題は根本的に改善されずにいた。そのなかで社会的な注目を浴び始め

たのが若年層の失業問題である。図表１をみると，15～19歳，20～24歳，25～29歳

図表１　年齢階層別失業者数と失業率 （単位：千人，％）
全体 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

1996 435（2.0） 32（ 7.4） 131（ 5.9） 102（3.4） 89（1.4） 50（1.1） 26（0.9） 7（0.4）

1997 568（2.6） 42（ 9.8） 152（ 7.1） 128（4.1） 122（1.9） 72（1.5） 37（1.2） 14（0.8）

1998 1,490（7.0） 87（20.8） 284（14.8） 284（9.3） 364（5.7） 273（5.6） 155（5.3） 44（2.4）

1999 1,374（6.3） 85（19.5） 236（12.8） 253（8.5） 336（5.3） 267（5.2） 153（5.1） 44（2.3）

2000 979（4.4） 66（14.5） 183（ 9.9） 181（6.0） 232（3.6） 190（3.5） 97（3.2） 30（1.5）

2001 899（4.0） 60（14.4） 174（ 9.3） 179（6.1） 205（3.2） 171（3.0） 86（2.8） 25（1.2）

2002 752（3.3） 43（12.1） 153（ 7.9） 165（5.8） 186（2.9） 119（2.0） 61（1.9） 24（1.4）

2003 818（3.6） 41（13.0） 184（ 9.6） 176（6.3） 190（3.0） 135（2.2） 70（2.2） 22（1.0）

2004 860（3.7） 42（14.1） 189（ 9.9） 181（6.5） 196（3.1） 147（2.3） 78（2.3） 27（1.2）

2005 887（3.7） 35（12.5） 173（ 9.9） 179（6.4） 210（3.3） 165（2.5） 93（2.5） 32（1.3）

2006 827（3.5） 24（10.4） 156（ 9.9） 184（6.5） 191（3.0） 152（2.3） 85（2.2） 36（1.4）

2007 783（3.2） 22（ 9.3） 126（ 8.7） 180（6.3） 198（3.2） 135（2.0） 87（2.1） 36（1.4）

注：  括弧内は失業率である。2005年６月に韓国統計庁が発表する失業率基準が変更されたことにより，
1999年までは求職期間１週，2000年以降は求職期間４週による失業率基準で表示。

出所：韓国労働研究院（2008），p. 36。
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までの若年層の失業率が全体失業率に比べて一貫して高く，特に15～19歳の失業率

が顕著に高いことがわかる。また性別で若年層の失業率を見ると，男性が女性を常

に上回っている［図表３］。

図表３　性別失業率 （単位：％）

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

男
性

15～19歳 14.5 14.4 12.4 13.6 14.9 13.2 10.4 9.5
20～29歳 8.3 8.2 7.7 8.6 9.3 9.0 9.0 9.1

女
性

15～19歳 12.7 12.3 9.9 10.9 13.4 11.8 10.5 9.2
20～29歳 5.7 5.6 4.8 6.1 6.5 6.5 6.5 5.2

出所：韓国統計庁『経済活動人口年報』各年度。

　OECDの統計資料を用いて若年層失業率の国際比較を行うと，韓国の場合，次の

ような特徴が見られる［図表４］。まず男子の場合，15～19歳の失業率については，

韓国が日本・米国・EU15ヵ国（EU‒15）・OECD全体より低くなっており，20代の

失業率については，日本と米国より高く，EU15ヶ国やOECD全体よりも低い。次

に女子の失業率の場合，韓国は米国・EU15ヵ国・OECD全体に比べてと低く，日

本に比べると15～19歳の失業率では高いものの，20～24歳の失業率で等しくなり，

25～29歳の失業率で逆転して低くなる。一方，年階層別のそれぞれの失業率をその

性の15～64歳の失業率で割った数値については，20～24歳と25～29歳の場合は韓国

が一番高くなっている。このように若年層の失業率が全体の年齢層の失業率に比べ

て高いことによって，雇用をめぐり若年層が受ける相対的剥奪感が深化している可

能性が存在する［チョン・テクス，2004，p.７］。

２．未就業者の規模
　上記のように，韓国における若年層の失業率は西欧の先進諸国に比べると高いわ

けではない。しかし，実質的な失業者の規模について検討する際には，公式統計上

の失業者だけではなく，就職活動を放棄してしまった者など非労働力人口に計上さ

図表２　GDPとGDP成長率 （単位：千億ウォン，％）
1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

GDP 4,911 4,841 5,295 5,787 6,221 6,843 7,247 7,794 8,105 8,480 9,012
GDP成長率 4.7 －6.9 9.5 8.5 3.8 7.0 3.1 4.7 4.2 5.1 5.0

出所：韓国銀行経済統計システム（http://ecos.bok.or.kr/）検索日2009年１月27日。
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れる未就業者の規模を考慮する必要がある。

　まず，年齢層の非労働力人口の規模は図表５に示されている。15～19歳において

は，その多くが学生であることなどから非労働力人口（302万人）が労働力人口（21

万７千人）を大幅に上回っている。20～24歳については労働力人口（139万１千人）

が非労働力人口（129万人）を10万人程度上回っている。25歳～29歳になると，労

働力人口（285万４千人）が非労働力人口（105万人）を大幅に上回るようになる。

図表６を見ると，20～24歳の労働力率は女性（56.5％）が男性（47.3％）を上回る

ものの，25～29歳では逆転する（女性68.2％, 男性77.7％）のがわかる。これは，兵

役を終え，大学を卒業した多くの男性が20代後半から企業に就職するケースが多い

ためである。

　次に，OECDの統計資料を用いて労働力率（Labor force participation ratio）の国

際比較を行うと，2007年における韓国の労働力率は，年齢層（全体・若年層）や性

別に関係なく日本，米国，EU15ヵ国，OECD全体に比べて低いことがわかる［図

表６］。すなわち，韓国の場合は他の先進諸国に比べて，若年層の人口に占める非

労働力人口の割合が高いのである。

　さらに，図表７を見ると，韓国における若年層の就業率（Employment／popula-

図表４　失業率の国際比較（2007年）

韓　国 日　本 米　国 EU15ヵ国 OECD全体

全　

体

15～64歳 3.4％ 4.1％ 4.7％ 7.1％ 5.7％

15～19歳 9.1％（2.7） 8.7％（2.1） 15.7％（3.3） 19.3％（2.7） 15.0％（2.6）
20～24歳 8.8％（2.6） 7.5％（1.8） 8.2％（1.7） 13.0％（1.8） 10.4％（1.8）
25～29歳 6.3％（1.9） 5.7％（1.4） 5.2％（1.1） 8.7％（1.2） 7.1％（1.2）

男　

性

15～64歳 3.8％ 4.1％ 4.8％ 6.4％ 5.5％

15～19歳 9.3％（2.4） 9.4％（2.3） 17.6％（3.7） 18.9％（3.0） 15.4％（2.8）
20～24歳 11.8％（3.1） 8.0％（2.0） 8.9％（1.9） 12.5％（2.0） 10.6％（1.9）
25～29歳 8.2％（2.2） 5.9％（1.4） 5.3％（1.1） 8.0％（1.3） 7.0％（1.3）

女　

性

15～64歳 2.8％ 3.9％ 4.6％ 7.9％ 6.0％

15～19歳 8.9％（3.2） 8.0％（2.1） 13.8％（3.0） 19.8％（2.5） 14.6％（2.4）
20～24歳 6.9％（2.5） 6.9％（1.8） 7.3％（1.6） 13.6％（1.7） 10.3％（1.7）
25～29歳 4.1％（1.5） 5.5％（1.4） 5.0％（1.1） 9.5％（1.2） 7.2％（1.2）

注：括弧内は，当該年齢階層の失業率からその性の15～64歳の失業率を割った値である。
出所：  OECD.Stat Ectracts “LFS by sex and age”（http://stats.oecd.org/wbos/）2009年１

月30日検索。括弧内は筆者が計算して作成。
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tion ratio）は，性別・年齢層を問わず，日・米・EU15ヵ国・OECD全体に比べて

顕著に低い数値となっている。このような背景として，韓国では大学進学率が高い

うえ，語学研修や就職対策の勉強などのために大学を休学する学生が多く，近年就

職事情が悪化していることが考えられる［詳細はⅢ章を参照］。特に男子の20～24

歳の就業率は日・米・EU19ヵ国・OECD全体に比べて20％ポイント以上低い数値

になっているが［図表７］，その理由としては，上記の背景に加えて韓国には徴兵

制度が存在するため，男性の大学進学者が20代前半で就職することが困難であるこ

となどが原因になっているものと思われる。したがって，韓国の若年層の場合，公

式統計上は非労働力人口とみなされる未就業者が多く，他の先進諸国に比べて就業

図表５　労働力人口関連指標
 （2008年５月，単位：千人，％）

総　人　口 労働力人口 就　業　者 失　業　者 非労働力人口

15～29歳 9,821 4,461 4,154 307 5,360

15～19歳 3,236 217 204 12 3,020
20～24歳 2,680 1,391 1,272 119 1,290
25～29歳 3,904 2,854 2,678 175 1,050

出所：韓国統計庁（2008a）p.３。

図表６　労働力率の国際比較 （2007年，単位：％）

韓　国 日　本 米　国 EU15ヵ国 OECD全体

全　

体

15～64歳 66.2 73.6 75.3 72.1 70.7

15～19歳 7.2 16.3 41.3 29.4 31.1
20～24歳 52.7 69.7 74.4 66.7 66.8
25～29歳 73.0 85.1 83.1 83.2 80.1

男　

性

15～64歳 77.6 85.2 81.7 79.4 80.5

15～19歳 6.5 16.4 41.1 31.6 34.1
20～24歳 47.3 70.0 78.7 71.2 73.4
25～29歳 77.7 94.2 91.3 89.2 90.5

女　

性

15～64歳 54.8 61.9 69.1 64.7 61.2

15～19歳 8.1 16.2 41.5 27.2 28.0
20～24歳 56.5 69.5 70.1 62.1 60.4
25～29歳 68.2 75.6 74.9 77.1 69.7

出所： OECD. Stat Ectracts “LFS by sex and age”（http://stats.oecd.org/wbos/）2009年１
月30日検索。
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率が低いことが特徴であるといえよう。

Ⅲ．若年層失業の原因：大卒者を中心に

１．若年層の高学歴化
　若年層の失業をもたらす原因として，労働供給の側面からは，若年層の高学歴化

がもたらした影響が挙げられる3)。高校から大学など高等教育機関への進学率は，

1990年が33.2％であったのに対して2000年には68.0％と倍以上に上昇しており，

2008年には83.8％に達している［図表８］。大学生数・大学院生数を見ると，各種

学校を除き2000年まで概して増加傾向にあり，特に一般の４年制大学は2000年代に

入ってからも増加傾向が続いている［図表９］。

　学歴別の若年層の失業率は，性別を問わず中卒以下の若年層の失業率が最も高く，

その次に高卒，大卒の順になっており，全ての学歴において男性の失業率が女性の

失業率を上回っている［図表10］。しかし，新卒については学歴が高いほど失業率

が高い。ナム・ジェリャン（2008）が韓国統計庁の「経済活動人口調査」を用いて

新規卒業者の2004年の失業率を計算した結果によると，高校新卒が22.7％，専門大

学4新卒が23.7％，大学新卒が30.9％といずれも高い失業率を記録しているが，特に

図表７　就業率の国際比較 （2007年，単位：％）

韓　国 日　本 米　国 EU15ヵ国 OECD全体

全　

体

15～64歳 63.9 70.7 71.8 67.0 66.7 

15～19歳 6.6 14.9 34.8 23.8 26.5 
20～24歳 48.0 64.5 68.4 58.0 59.8 
25～29歳 68.4 80.2 78.8 75.9 74.4 

男　

性

15～64歳 74.7 81.7 77.8 74.3 76.0 

15～19歳 5.9 14.8 33.8 25.6 28.9 
20～24歳 41.8 64.3 71.7 62.3 65.6 
25～29歳 71.3 88.7 86.5 82.0 84.2 

女　

性

15～64歳 53.2 59.5 65.9 59.6 57.5 

15～19歳 7.4 14.9 35.8 21.8 23.9 
20～24歳 52.6 64.7 65.0 53.7 54.2 
25～29歳 65.4 71.4 71.1 69.8 64.7 

出所： OECD.Stat Ectracts “LFS by sex and age”（http://stats.oecd.org/wbos/）2009年１
月30日検索。
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大学新卒の失業率が最も高くなっている［ナム・ジェリャン，2008，p. 25］。大学

新卒の就職状況の悪さは正規職への就業率にも反映されている。2007年の大学・大

学院新卒の（待機発令を受けた者を除く）正規職への就業率は55.0％に止まってお

り，特に大学の場合は47.3％と５割を切っている［図表11］。

　韓国では就業準備者として未就業状態にある大卒の若年層が多い。高卒以下の場

合，就業準備者の数（16万８千人）が公式統計上の失業者数（14万６千人）の1.15

倍であるのに対し，大卒以上の場合，就業準備者の数（21万１千人）が公式統計上

の失業者数（８万４千人）の約2.5倍と就業準備者の占める割合が大きい［図表

12］。つまり，大卒の場合，積極的な求職活動を行わず，「学院5」とよばれる私設教

育機関で受験勉強に専念したり，個別で就職準備を行う者が多いため，公式統計上

は失業者に計上されずに，非労働力人口となる割合がかなり高いことを意味してい

る。

２．大学生の就職観
　上述のように，大学に進学しても正規職への就業率は低く，失業・未就業の問題

が深刻な状態に置かれている。それでも多くの若者が大学に進学し，就職の可能性

図表８　高校から高等教育機関への進学率 （単位：％）

1980 1990 2000 2005 2006 2007 2008

進学率 27.2 33.2 68.0 82.1 82.1 82.8 83.8

注１：進学率＝（当該年度卒業者のうち進学者）/（当該年度卒業者）×100
注２： 高等教育機関は，専門大学，教育大学，大学，各種学校，放送通信大学，産業大学，

技術大学が含まれる。
出所：韓国教育開発院（2008），p. 10。

図表９　大学生数・大学院生数の推移 （単位：人）

1980 1990 2000 2005 2006 2007 2008

専 門 大 学 165,051 323,825 913,273 853,089 817,994 795,519 771,854
一 般 大 学 402,979 1,040,166 1,665,398 1,859,639 1,888,436 1,919,504 1,943,437
教 育 大 学 9,425 15,960 20,907 25,141 25,881 25,834 24,116
産 業 大 学 ― 51,970 170,622 188,753 180,435 169,862 161,876
各 種 学 校 4,058 23,947 2,687 1,094 1,027 1,061 1,214
大学付属大学院 33,939 87,163 227,273 278,624 285,197 291,215 295,403

出所：韓国教育開発院（2008），p. 21。
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図表11　大学・大学院新卒の就業者数と就業率 
  （2007年，単位：人，％）

区　分 就業者
正規職就業者 非正規職就業者

自営業
合　計 正規職 待機

発令 合　計 臨時職 時間制
日雇職

無給家族
従事者

専 門 大 学 173,854
（85.2）

132,783
（65.1）

128,360
（62.9）

4,423
（2.2）

37,678
（18.5）

25,248
（12.4）

11,584
（5.7）

846
（0.4）

3,343
（1.6）

大　　　学 168,254
（68.0）

120,618
（48.7）

117,052
（47.3）

3,566
（1.4）

44,333
（17.9）

28,644
（11.6）

13,608
（5.5）

2,081
（0.8）

3,303
（1.3）

教 育 大 学 4,109
（70.6）

3,680
（63.3）

2,746
（47.2）

934
（16.1）

429
（7.4）

417
（7.2）

12
（0.2）

0
（0.0）

0
（0.0）

産 業 大 学 19,714
（77.8）

15,701
（61.9）

15,541
（61.3）

160
（0.6）

3,299
（13.0）

2,425
（9.6）

737
（2.9）

137
（0.5）

714
（2.8）

各 種 学 校 109
（45.2）

48
（19.9）

48
（19.9）

0
（0.0）

57
（23.7）

57
（23.7）

0
（0.0）

0
（0.0）

4
（1.7）

一般大学院 24,190
（81.7）

18,077
（61.0）

17,916
（60.5）

161
（0.5）

4,674
（15.8）

3,958
（13.4）

692
（2.3）

24
（0.1）

1,439
（4.9）

総　計 390,180
（76.1）

290,907
（56.8）

281,663
（55.0）

9,244
（1.8）

90,470
（17.7）

60,479
（11.9）

26,633
（5.2）

3,088
（0.6）

8,803
（1.7）

注：括弧内は就業率。
出所：教育人的資源部, 韓国教育開発院（2007），p. 12に修正を加えて作成。

図表10　15～29歳の学歴別失業率 （2007年，単位：％）

計 中卒以下 高卒 大卒以上

全　　　体 7.2 11.1 8.3 6.1

男　　　性 9.1 11.4 9.8 8.2
女　　　性 5.4 10.7 6.4 4.7

出所：韓国統計庁（2008）『2007経済活動人口年報』，p. 38。

図表12　学歴別の非就業若年層の構成 （2008年，単位：千人）

高卒以下 専門大卒 大卒以上 計

事実上の失業者数（A＋B） 314 183 295 781
公式統計上の失業者数（A） 146 77 84 307
就業準備生（B） 168 106 211 484
（就業準備） （77） （52） （153） （283）
（就業のための学院，機関通学） （91） （53） （57） （201）

B／A 1.15 1.38 2.51 1.58

原資料：韓国統計庁（2008）「経済活動人口調査」。
出所：クォン・ヘジャ（2008），p. 13に加筆・修正を加えて作成。
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を高めるために成績が悪い科目を再履修したり6)，海外への語学研修7)やダブルス

クールを行う ［キム・ギョングン，2003，p. 97，99］。大学生がこのような行動を

取る背景の一つとして，大企業における新入社員の採用基準が考えられる。大企業

が正規職で採用する人材の特性として，学歴，大学在学中の成績，首都圏の大学，

海外研修の経験などが挙げられる［チェ・チャンギュンほか，2006，p. 65，66］。

もし自分の学歴に似合った職場が見つからない場合は，卒業を遅らせたり失業者に

なったりしてでも，自らや家族の体面に傷がつかないような良い職場が見つかるま

で就職しない若者が多い［キム・ギョングン，2003，p. 97］。チュ・ムヒョンほか（2008）

が2007年に４年制大学生6417人を対象に行った調査において，半数程度が希望する

職場に就職するために１年以上準備・待機すると回答している8)。また，満足でき

るような職場に就職できるようにするために，休学9)して卒業を延期したり，大学

院に進学10)したりする学生も数多く存在する［図表９］。このように多くの高学歴

の学生が「要求貫徹型」の就職活動・準備を行うことは，若年層の未就業状態を長

期化させる一因として作用していると考えられる。

　では，大学生が求める職場の条件はいかなるものであろうか？まず賃金水準から

見てみよう。チュ・ムヒョンほか（2008）の調査によると，大学生が就職した際の

希望年俸は男子の平均が3,022万ウォン（４年生男子の平均2,985万ウォン），女子の

平均が2,855万ウォン（４年生女子の平均2,765万ウォン）であった［図表13］。韓国

統計庁の「賃金構造基本統計調査」を用いて2007年の大卒年間給与総額の平均を計

算すると，男性の場合，20～24歳が1,928万ウォン，25～29歳が2,624万ウォンであり，

女性は20～24歳が1,845万ウォン，25～29歳が2,413万ウォンである［図表14］。この

ように，大学生が就職時に希望する年俸の平均は，大卒の若年層が実際に受け取る

年俸の平均よりもかなり高い。実際，上述の大学生が希望する年俸の平均を上回る

のは，男女ともに従業員500人以上の事業体の25～29歳の大卒平均年間給与総額（男

性3,410万ウォン，女性3,272万ウォン）のみである［図表14］。

　チュ・ムヒョンほか（2008）による大学生への調査によると，最も就職したい職

場に関する設問で民間企業のなかでは，相対的に賃金が高いといえる民間大企業

（16.06％），外国系企業（14.08％）の人気が高い半面，中小企業・ベンチャー企業

は9.91％に止まっている ［チュ・ムヒョンほか，2008，p. 25］。特に製造業の中小企

業については「きつい（diffi cult）」・「汚い（dirty）」・「危険（diffi cult）」という「３

Ｄ企業」（日本の「３Ｋ企業」に相当）のイメージが根強く，大学生が敬遠する傾

向が見られる。大学生の大企業選好・中小企業回避志向は，大卒の就職活動におけ
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る競争率にも反映されている。韓国経営者協会が345社を対象に行った調査による

と，大卒の新卒採用時の競争率11)は，大企業が30.3倍と中小企業の8.4倍よりはるか

に高い［韓国経営者総協会，2008，p.２］。

　一方大学生は，報酬水準のみならず雇用安定性も重視した職業観を持っている場

合が多い。チェ・チャンギュンほか（2005）が八つの４年制大学で800人の大学生

を対象に行った調査によると，「給料が少なくても職場が安定的であれば就職する」

という設問に対して，肯定的な回答（53.7％）が否定的な回答（19.3％）の３倍近

くに達しており，「一度入社するとそこで生涯働く」という設問に対しては，肯定

的な回答（61.1％）が否定的な回答（19.5％）の３倍以上上回った［チェ・チャンギュ

ンほか，2005，p. 42，43］。

　したがって，大学生が理想とする労働条件についてまとめると，大学生は高い報

酬水準を要求しつつも，近年の就職難を考慮して，雇用が安定している職場であれ

ば，要求する賃金水準が多少下がっても良いと考えているケースが多いものと思わ

れる。公務員は解雇の心配がなく，毎年給料が上がっていくため，若者に特に人気

図表13　大学生が希望する年俸 （単位：万ウォン）

全体 男性 女性

全学年 2,949 3,022 2,855
４年生 2,890 2,985 2,765

出所：チュ・ムヒョンほか（2008），p. 63。

図表14　従業員規模別大卒者の年間給与総額
 （2007年，単位：万ウォン）

従業員規模 全規模 5～９人 10～29人 30～99人 100～299人 300～499人 500人以上

全
体

20～24歳 1,859 1,618 1,692 1,916 1,978 1,902 2,306
25～29歳 2,530 2,030 2,228 2,403 2,539 2,543 3,353

男
性

20～24歳 1,928 1,894 1,716 2,069 2,011 1,878 2,181
25～29歳 2,624 2,103 2,327 2,406 2,676 2,674 3,410

女
性

20～24歳 1,845 1,558 1,687 1,872 1,973 1,905 2,321
25～29歳 2,413 1,968 2,128 2,399 2,365 2,376 3,272

注：年間給与総額＝（定額給与＋超過給与）×12＋（年間特別給与）
出所：  統計資料は，韓国統計庁のKOSIS（http://www.kosis.kr/）の「賃金構造基本統計調

査」（2009年２月２日検索）を使用し，韓国雇用情報院（2007）p.９の表３における
年間給与総額の計算方法を参考にして作成。
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がある職業である［裵海善，2008，p. 106］12)。チュ・ムヒョンほか（2008）の調査

によると，大学生が最も就職したい職場に関する設問で最も多かったのが政府機関

（23.57％）であり，その次が国営企業体・公社（18.99％）であった［チュ・ムヒョ

ンほか，2008，p. 25］。このように公務員・公企業に対する志願者が多いため，競

争率はとても高く13)，卒業後も就職せず受験浪人になる若者も多い。

３．雇用のミスマッチ
　⒜　大企業における労働需要不足
　まず図表15を見ると，IMF経済危機以降求人倍率が一貫して１を割っていること

がわかる。これは労働需要に対する労働供給の超過を意味しており，GDP成長率

の数値が良好であった時期でもその実態が「雇用なき経済成長」であることを示し

ている。韓国では求人倍率のほかに「労働力不足率」という概念を用いて労働力不

足の規模が算出・公表されているが，労働力不足率についても，企業規模に関係な

くIMF経済危機以前に比べて低くなっている［図表16］。

　特に従業員300人以上の大規模の事業体では，労働力不足率がIMF経済危機以降

０～１％台に止まっており［図表17］，大企業への就職が困難になっていることが

図表15　求人倍率 （単位：％）

1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

求人倍率 1.01 0.19 0.32 0.50 0.60 0.73 0.61 0.56 0.51 0.49 0.52

注：（求人倍率）＝（求人者数）/（求職者数）
出所：韓国労働研究院（2008），p. 45。

図表16　事業体規模別労働力不足率 （単位：％）

事業体規模 ５～９人 10～29人 30～99人 100～299人 300～499人 500人以上

1996 ― 4.25 3.45 3.15 1.72 1.49
1998 ― 1.16 0.75 0.67 0.32 0.06

2000 1.88 1.79 1.29 1.18 0.57 0.32

2002 4.33 3.08 2.43 2.04 1.03 0.73

2004 4.01 2.70 2.50 2.57 0.84 0.91

2006 5.10 3.19 2.35 2.40 1.02 0.48

注：（労働力不足率）＝（総不足人員）/（現員）×100
出所：韓国労働研究院（2008），p. 44。
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確認できる。これは，IMF経済危機以降労務費による企業経営の圧迫を抑制するた

めに多くの大企業が大規模な新規採用を控えたことが背景にある。かつて韓国企業

では大学の卒業シーズンに合わせて定期的に新卒を採用するのが一般的であった

が，IMF経済危機を契機に随時採用を主たる方法に変える企業が増加した［パク・

ウソンほか，2001，p. 12］14)。同時に，新卒採用よりも即戦力として期待される中

途採用を好む傾向が強まった15)。IMF経済危機以前にあたる1996年には主要企業に

よる経歴者の採用割合が39.6％であったのに対し，経済危機発生の翌年にあたる

1998年には61.9％にまで急速に上昇し，2004年には79.0％にまで到達している［韓

国労働部ほか，2004，p.４］。これらの影響によって，大企業における若年層の雇

用の割合が低下している。従業員300人以上の大企業における若年層が占める割合

は，1996年の場合36.7％であったのに対し，1998年は30.0％に，2003年には25.2％

まで低下している［図表18］。

⒝　中小企業への就職回避
　労働力不足率は，従業員５～９人規模の事業体が最も高く，事業体規模が小さい

ほど労働力不足率が高くなっている［図表16，17］。2007年における労働力不足人

図表18　従業員300人以上の大企業における若年層の割合
 （単位：％）

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003

36.7 34.8 30.0 28.1 28.8 27.8 25.0 25.2

原資料：韓国統計庁「経済活動人口調査」各年度。
出所：韓国労働部ほか（2004），p.４。

図表17　労働力不足人員と不足率（累計）
（2007年，単位：千人，％）

事業体規模 ５～９人 10～29人 30～99人 100～299人 300～499人 500人以上

不足人員
（不足率）

73
（5.21）

70
（3.50）

58
（3.26）

33
（2.78）

4
（1.27）

11
（1.10）

規　模 ５～10人未満 30人未満 100人未満 300人未満 500人未満 全　体

累計不足人員
（累計不足率）

73
（5.21）

143
（4.21）

202
（3.88）

235
（3.68）

239
（3.56）

250
（3.23）

累計構成比 29.2 57.2 80.6 93.8 95.4 100.0

出所：韓国労働部（2007），p. 14。
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員の累計構成比の項目を見ると，従業員100人未満の事業体が80.6％，従業員300人

未満の事業体が93.8％に達する［図表17］。このように韓国では中小企業における

労働需要の割合が高い。特に大学生が敬遠しがちである製造業の中小企業における

人手不足が深刻であり，製造業における従業員300人未満の企業の労働力不足率が

4.16％と高い［韓国労働部，2007，p. 15］。

　図表14の労働力不足人員の累計構成比についてより詳しく見ると，従業員30人未

満の事業体で既に50％台に達している。これは，中小企業のなかでも小規模な企業

で人手不足が深刻な状況であることを意味している。一方韓国では，他の先進諸国

に比べて中間規模の企業が少なく，大学生が大企業への就職に失敗した場合に雇用

の受け皿になるような中間規模の企業の雇用規模は小さい［クム・ジェホ，2007，

p. 47］16)。韓国経済における大企業と中小企業の二重構造は，このようなかたちで

労働市場にも反映されており，若年層にとっては自らが満足できるような職場に就

職できるまで準備・探索活動を続けるか，それとも深刻な人手不足に直面している

小規模の企業に就職するかという二者択一を迫られるケースが度々見られる。

　しかし大学生の就職観の項目で述べたように，多くの大学生は中小企業を回避し

ようとする傾向が見られる。その理由として，まず大企業と中小企業間の賃金格差

が大きいことが挙げられる。25～29歳の年間給与総額の場合，従業員500人以上の

事業体と300人未満の事業体との間に800万～1,300万ウォン台（男性700万～1300万

ウォン台，女性800万～1,300万ウォン台）の格差が発生している［図表14］。2007

年の１人以上全世帯の１ヶ月の家計支出の平均が2,364,895ウォンである［韓国統計

庁KOSIS, http://www.kosis.kr/ 2009年２月７日検索］。これを単純に１年に換算す

ると約2,837万９千ウォンになる。この金額は大学４年生が希望する年俸（2,890万

ウォン，図表13）に近い金額であると同時に，従業員300人未満の中小企業に就職

した20代大卒の年間給与金額［図表14］を上回る額である。また，大企業より中小

企業のほうが非正規労働者が占める割合が高く17)，雇用が不安定である。韓国経営

者総協会（2008b）の調査によると，回答に応じた中小企業において新入社員の

36.6％が１年以内に退職しており18)，その理由として処遇が相対的に劣悪であるに

もかかわらず，大卒新入社員に対する雇用管理が十分にできていない点が挙げられ

ている［韓国経営者総協会，2008b，p. 15］。
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４．雇用推進インフラに関する問題
　⒜　職業斡旋機関・教育機関による雇用推進の不振
　韓国では，公共・民間雇用斡旋機関や大学の職業紹介機関が若年層の雇用促進に

与える効果が小さい。卒業・中退した若年層就業者の就職経路についてまとめたも

のが図表19であり，以下のような特徴が見られる。まず，高卒以下，大卒以上とも

に「新聞，雑誌，インターネットなどの応募」が多い（高卒以下31.4％，大卒以上

24.9％）。また，高卒以下は「家族，知り合いの紹介」の割合（31.5％）が高いのに

対し，大卒以上が「公開試験」の割合（28.5％）が高い。さらに，高卒以下，大卒

以上ともに，公共・民間職業斡旋機関，学校内就業紹介機関，職業（就業）博覧会

などを通じて就職した者の割合（高卒以下6.5％，大卒以上5.9％）がとても低い。

　また，公共・民間雇用斡旋機関や大学の職業紹介機関で職業教育・訓練を受ける

若年層が少ない。そもそも韓国では，職業教育・訓練を受けた経験のある若年層の

割合が少ない。韓国統計庁（2008a）の調査によると，2008年５月における若年層

の総人口（982万１千人）のうち，職業教育・訓練を受けた経験がある者は149

万６千人と総人口の15.2％にすぎない［韓国統計庁，2008a，p.７］。さらに，どこ

で職業教育・訓練を受けた経験を受けたのかに関する項目では，約７割が私設学院

（69.3％）であり，公共団体が運営する訓練機関（8.4％），職業能力開発訓練法人

（9.7％），非営利法人・大学など（5.9％）はそれぞれ１割を切っている状態である

［図表20］。　

図表19　若年層就業者の就業経路
 （2008年５月，単位：千人）

高卒以下 大卒以上

卒業・中退の就業者 1,203（100.0％） 2,268（100.0％）

家族，知り合いの紹介・推薦 379（ 31.5％） 368（ 16.2％）

その職場の労働者の紹介・推薦 203（ 16.8％） 230（ 10.1％）

学校（学院）の先生の推薦 86（　7.1％） 220（　9.7％）

新聞，雑誌，インターネットなどの応募 378（ 31.4％） 565（ 24.9％）

公開試験 60（　5.0％） 647（ 28.5％）

特別採用 21（　1.7％） 104（　4.6％）

公共・民間職業斡旋機関，学校内就業紹
介機関，職業（就業）博覧会など

78（　6.5％） 135（　5.9％）

出所：韓国統計庁（2008a），p.９に加筆・修正を加えて作成。
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　⒝　大学における職業教育の問題
　韓国では大学への進学率が高まっているにもかかわらず，大学で職業教育を受け

ている者の割合は少ないことから，大学の職業教育の不十分さに対する批判が度々

見られる。チェ・チャンギュンほか（2006）が４年制大学を卒業した新入社員を対

象に大学教育の満足度に対する５段階による評価（５：とても満足，４：だいたい

満足，３：普通，２：だいたい不満足，１：とても不満足）の調査では，「現場実習・

インターシップなどの職業現場体験教育」（2.59）の満足度が最も低く，人文・社

会系では「実験・実習教育」の満足度（2.69）が低い［チェ・チャンギュンほか, 

2006，p. 19］。また教育の内容については，「学問的内容の重視」の満足度（3.39）

に比べて「実用的内容の重視」の満足度（2.92）が低くなっている［Ibid., p.19］。

このように就職・実務に関連した教育に対する満足度が相対的に低い。

　大学においては，問題の総合的解決力を養成する目的で理論を習得させることに

重点をおく一方，自己分析，職業探索，進路計画など教員・就職関連部署からの進

路指導が十分に行われておらず，インターンシップなど現場体験プログラムが進度

指導と連携していないために十分な効果を発揮できずにいる［チョン・テクス，

2004，pp 13‒15］。韓国雇用情報院（2008）が2006年10月から12月にかけて行った

調査によると，３年制である専門大学の場合，２年生の終わりまでに９割が職業目

標の設定ができているのに対し，４年制大学の場合，４年生以降になって職業目標

の設定ができた学生が４割に達する［韓国雇用情報院，2008，p. 15］。イ・ジヨン

ほか（2005）が大学４年生を対象に行った調査によると，自己分析によって自らが

求める職業に対して質的により良くアプローチできる可能性がある一方，進路に対

する明確な方向性や目標を持たないほど就職活動が活発に行えなくなるという結果

図表20　若年層が職業教育・訓練を受けた機関
 （2008年５月，単位：千人）

職業教育・
訓練の経験
がある者

公共団体が
運営する訓
練機関

職業能力開
発訓練法人

非営利法人，
大学など（注
１）

私設学院 その他（注２）

1,496
（100.0％）

126
（8.4％）

145
（9.7％）

88
（5.9％）

1,036
（69.3％）

100
（6.7％）

（注１）非営利法人・団体，大学・大学院，生涯教育施設。
（注２）事業主，事業主団体，その他。
出所：韓国統計庁（2008a），p.７
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が導き出されている19)。したがって，大学における職業教育の不十分さは，大学生

の就職に関する目標設定を遅らせており，活発な就職活動を阻むことで就職率を下

げる要因として作用しているものと考えられる。

Ⅳ．おわりに

　以上，韓国における若年層の失業・未就業問題に関する一考察を行ってきた。韓

国における若年層の失業・未就業問題を引き起こす原因は，韓国が従来から抱えて

いる社会問題に密接に関連している。

　まず，雇用のミスマッチは，大企業と中小企業の二重構造の深化という経済構造

上の問題の影響を強く受けたものである。韓国においては高度成長期に成長第一主

義のもと大企業集団（財閥）に依存する経済構造ができあがった結果，公正な競争

が阻害され，大企業と中小企業間の二重構造による成長の不均衡を招いたことが，

IMF経済危機の一因となり，中小企業の成長・発展を遅らせることになった［權五

景，2005，p.９］。そのため，中小企業は資金不足などの経営不安を抱えながら労

働力不足に直面しており，その影響を受け中小企業労働者は低賃金・不安定雇用・

劣悪な労働条件で働かざるをえないのが現状である。したがって，若年層は中小企

業に展望を見出せず就職を回避しようとする傾向が見られる。

　次に，政府は若年層が企業に就職するための「仲介者」としての役割を果たさな

ければならないが，未就業問題の大幅な改善に結びついていない。これは，政府に

よる雇用セーフティーネットの整備が十分に進んでいないことに起因する。韓国の

場合，積極的労働市場政策を行うための財政的基盤が弱い20)ため，職業訓練や雇用

促進，仕事の創出に制約が課されている。また，若年層の失業対策に予算を投入し

ても正規職の仕事の増加をもたらしていない21)。若年層の公式統計上の失業率が他

の先進国に比べて低いが，これは公共機関を通じた求職活動を行わないために失業

者として計上されていないことが一因であり，公共機関の職業訓練・斡旋を通じた

就職活動に対する若者の期待の弱さを反映しているとも考えられるであろう。

　さらに，大卒を中心とした若年層の「要求貫徹型」の就職観は，韓国社会におけ

る儒教倫理や教育観の影響を強く受けている。儒教倫理の影響を従来から受けてき

た韓国社会では，親に対する「孝」が重視され，中央志向と相まってソウルでの出

世を願い，子供の教育のために大都市に移住するケースが度々見られるほど教育熱

が高く［伊藤，1996，p. 75，76，235］，子供への私教育費が家計への大きな負担に
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もなっている。このような背景から，若者と親は勉強に費やした費用と時間に見合

い，家族の体面を守れるような水準の学歴や就職を希望し，満足ができる職場が見

つかるまで家族も支援するケースが多い。したがって，今後若年層の失業・未就業

問題の改善のためには，経済的要因のみならず上記の社会心理的要因も考慮しなが

ら，政府・企業・教育機関による対策が検討される必要があるといえよう。

注
１）「88万ウォン世代」は，ウ・ソクフンがイタリアの「千ユーロ世代」をヒントにして作っ

たことばであり，88万ウォンは，ウ・ソクフンが推算した20代の税引き前平均月給の

金額である［ウ・ソクフンほか，2007（金友子ほか訳，2009）］。

２）EU15カ国（EU‒15）とは，オーストリア，ベルギー，デンマーク，フィンランド，

フランス，ドイツ，ギリシャ，アイルランド，イタリア，ルクセンブルグ，オランダ，

ポルトガル，スペイン，スウェーデン，英国を意味する［OECD GLOSSARY OF STA-

TISTICAL TERMS, EU15 （http://stats.oecd.org/glossary/detail.asp?ID=6805）2009年２

月２日検索］。

３）春木（2005）は，韓国における大学進学率の急上昇の要因として，①高等教育機関

の増加，②少子化を挙げている［春木，2005，p. 132，133］。また，女性の高等教育機

関への進学率が高くなっている一因として，学歴が結婚市場で有利に働く（高学歴男

性との結婚のためには自身も高学歴であることが望まれる）ことを指摘している［Ibid.，

p. 133］。

４）専門大学とは，1979年から専門学校と初級大学（日本の短大に相当）が一元化され

た 韓 国 の 短 期 高 等 教 育 機 関 で あ る［NAVER辞典（http://100.naver.com//100.

nhn?docid=134584）2009年３月４日検索］。

５）韓国では，大学入試予備校，資格・公務員受験等の専門学校，学習塾などを総じて「学

院」と表現する。

６）韓国企業は，大学生の新卒採用を行う際に成績（GPA）を評価基準の一つとして用

いる場合が多いため，単位が取得できていても成績評価が悪い科目を再履修する学生

が数多く存在する。

７）韓国雇用情報院（2007）が大学生を対象に行った調査によると，46.3％が就職のため

に海外留学や語学研修が必要だと感じており，36.6％が実際に語学研修を準備している

と回答した。

８）チュ・ムヒョンほか（2008）の調査によると，希望する職場への就職のために準備・
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待機する期間に関する質問に対して１年が37.2％，２年が9.5％，３年が2.5％，３年以

上が3.6％であった［チュ・ムヒョンほか，2008，p. 65］。

９）韓国統計庁（2008a）の調査によると，（３年制を含む）大卒若年層の38.3％が在学中

に休学を行ったことがあり，休学経験者の平均休学期間は２年５ヶ月（男子２年10ヶ月，

女子１年３ヶ月）である［韓国統計庁，2008a，p.５］。

10）2007年における４年制大学から大学院への進学率は9.9％である［教育人的資源部, 韓

国教育開発院，2007，p. 12］。大学院進学率は毎年10％程度であるが，大学進学率の上

昇による大学生の増加，社会人生活を経て大学院へと進学する若者の増加により，大

学院進学者数は増加している［福島，2007，p. 166］。なかには，「一流大学に進学でき

なかった若者が一流大学の大学院へ進学することで，学歴をリセットするケースが多

く見られる」［Ibid.，p. 167‒168］。

11）採用競争率は，採用志願者数を最終合格者で割った比率である［韓国経営者総協会，

2008a，p.２］。

12）韓国統計庁（2008a）の調査によると，就職関連試験の準備を行った若年層のうち，

一般職公務員の試験の準備を行っていた者が36.2％，考試・専門職の準備を行っていた

ものが14.0％であった［韓国統計庁，2008a，p.８］。ここで一般職公務員とは，７～９

級公務員（日本の地方公務員初・中級に相当）であり，考試・専門職とは，「行政高級

公務員，外務公務員などに任用される専門公務員試験と司法試験」を意味する ［裵海善，

2008，p. 106］。

13）ソウル市を例に挙げると，2008年の７～９級公務員試験では，競争率が72倍（志願

者12万８千人中1,833人が合格）であった［JOINS（インターネット中央日報），2008年

11月21日記事］。

14）チェ・チャンギュンほか（2006）による調査によると，調査対象企業の67.7％が随時

採用の形態をとり，26.9％が随時採用と特定時期の一括採用を併用していると回答した

［チェ・チャンギュンほか，2006，p. 51］。

15）企業が新卒採用より中途採用を選択するようになった背景として，大学新卒者が即

戦力の人材として十分に育成されていないという企業側の判断があるものと考えられ

る。チェ・チャンギュンほか（2006）が企業の４年制大学・専門大学を卒業した新入

社員を対象に行った調査によると，「大学が企業で必要とする人材を育成しているか」

に対する評価で，「そうでない」（69.2％，内訳：「全くそうでない」5.2％，「そうでな

い方だ」64.0％）が「そうだ」（30.8％，内訳：「全くそうだ」0.4％，「そうである方だ」

30.4％）を大幅に上回っている［チェ・チャンギュンほか，2006，p. 25］。
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16）韓国統計庁（2008b）の調査によると，2007年12月31日時点において，従事者が100

～299人の事業体は538,077個と全体のわずか0.3％であり，100～299人の事業体に属す

る従事者数は1,575,457人と全体の9.9％に過ぎない［韓国統計庁，2008b，p.７，13］。

17）キム・ユソン（2008）は，韓国統計庁の「経済活動人口付加調査」（2008年３月）を

用いて事業体規模別の非正規労働者の割合をまとめ，事業体規模が小さくなるほど非

正規労働者が占める割合が高くなることを示している［キム・ユソン，2008，p. 

138］。詳細は下表のとおりである。

事業体規模（人） 1～４ 5～９ 10～29 30～99 100～299 300～

非正規職の割合（％） 86.9 68.7 53.4 39.3 30.6 19.3

出所：キム・ユソン（2008），p.138。

18）韓国経営者総協会（2008）の調査によると，回答に応じた大企業の場合，新入社員

の21.0％が１年以内に退職している［韓国経営者総協会，2008，p. 15］。

19）このため，大学における職業教育や進路指導に対する学生からの要望が学生・企業

双方から強まっている。チェ・チャンギュンほか（2005）が４年制大学の学生に行っ

た調査によると，「今後大学で強化されるべき内容」に関する５段階評価の回答（５：

とても必要，４：だいたい必要，３：普通，２：だいたい不必要，１：とても不必要）

では，実験・実習教育（4.6），現場実習やインターンシップなど職業現場体験教育（4.5），

情報活用教育（4.4）などが高い数値となっている［チェ・チャンギュンほか，2005，p. 

76］。一方，チェ・チャンギュンほか（2006）が企業の人事担当者に対して行った同じ

設問で，４年制大学の場合，職業現場体験教育（人文社会系列4.02，理工系列4.23）と

情報活用教育（人文社会系列4.06，理工系列4.02）などが４点台を記録し，実験・実習

教育については，人文社会系列が3.87，理工系列が4.32であった［チェ・チャンギュン

ほか，2006，p. 33］。

20）OECDの統計によると，韓国の場合，公共支出がGDPに占める割合は0.37と米国（0.38，

2006～2007年）と類似しており，日本（0.59，2006～2007年），ドイツ（2.97，2006年），

英国（0.61，2006～2007年），スウェーデン（2.32，2006年），OECD平均（1.52，2006年）

を下回っている［OECD，2008，pp. 360‒366，TABLE J］

21）韓国政府は2004年から2006年にかけて若年層の失業対策に２兆1,514兆ウォンを投入

したが，予算が投入された期間において15～29歳の仕事の数は34万６千個減少してお

り，創出された仕事もほとんどが低賃金の非正規職であると指摘されている［インター
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ネット朝鮮日報，2006年10月３日］。
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